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宮崎市介護者向け講習会事業業務公募型プロポーザル実施要領 

 
１　業務の目的 

高齢者を在宅で介護している家族等の介護負担が軽減されることにより、本人や家族

が、これまでどおりに在宅で生活を継続できるよう支援することを目的とする。 
 

２　業務概要 

（１）名称　宮崎市介護者向け講習会事業業務 
（２）場所　市内 
（３）内容　令和８年度宮崎市介護者向け講習会事業業務委託仕様書のとおり 
（４）履行期間　令和８年８月２１日から令和９年３月３１日 

 
３　提案限度額　　１，３３０，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 
※この金額は契約時の予定価格を示すものではなく、事業内容に係る予算規模を示した

もの。受託候補者の決定後、提案内容に基づき、改めて契約仕様書を定めることか

ら、契約にあたっては、契約仕様書に基づく見積書の再提出が必要となる。 
 
４　プロポーザル方式により受託候補者を選定する理由 

（１）本事業の目的と共通する理念のもとで実施可能な事業者を選定するため。 
（２）専門的な知識・実績を有する事業者からの提案内容を仕様に反映させることで、

より高い事業効果が期待できるため。 
 
５　プロポーザル方式の種類及びその理由 

本事業の目的と共通する理念のもとで実施可能な業者が複数者あり、広く提案を受け

る必要があることから「公募型」とする。 
 
６　スケジュール（予定） 

（ １ ）公募開始日　　　　　　　令和８年６月２３日（火） 
（ ２ ）応募申込書受付締切日　　令和８年７月　７日（火） 
（ ３ ）質問締切日　　　　　　　令和８年６月２９日（月）正午 
（ ４ ）質問に対する回答日　　　令和８年６月３０日（火）まで随時 
（ ５ ）参加資格確認結果通知日　令和８年７月１４日（火） 
（ ６ ）提案書等の提出締切日　　令和８年７月２１日（火） 
（ ８ ）審査結果通知日　　　　　令和８年８月　４日（火） 
（ ９ ）仕様書の協議　　　　　　令和８年８月　４日（火）から８月１０日（月） 
（１０）契約締結日　　　　　　　令和８年８月中旬 
※各実施日については、事務の都合により変更する可能性がある。 
※仕様書の協議は、市が指定した日時及び場所で行う。 



2 

７　応募資格 

企画提案に応募する者は、次に掲げる要件をすべて満たす法人であること。 
（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に該当する

者でないこと。 
（２）応募時点において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に

基づく更生手続開始の申し立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に

基づく再生手続開始の申し立てをしていないこと。 
（３）国税及び宮崎市税に滞納がないこと。 
（４）役員等が宮崎市暴力団排除条例（平成２３年条例第４７号）第２条第３号に規定

する暴力団関係者でないこと。 
（５）応募申込書の提出期限から受託候補者の選定までの間に、宮崎市の競争入札にお

いて指名停止措置を受けていないこと。 
（６）介護事業所として宮崎市の指定を受けている事業者であり、法人設立後１年以上

を経過していること。又は介護に関する実技指導（介護職員初任者研修等）を過

去５年間に２回以上の実績を有する事業者であること。 
（７）宮崎市内に本店、支店又は営業所等を有する者であること。 
 

８　応募書類 

企画提案へ応募する場合は、次に掲げる応募書類を提出すること。 
（１）応募申込書兼誓約書（様式第１号） 
（２）法人概要（様式第２号） 
（３）暴力団排除に関する誓約書兼同意書（様式第３号） 
（４）業務実績（様式第５号） 
（５）国税に滞納がないことの証明（発行日から３ヶ月以内。写し可） 
（６）宮崎市税に滞納がないことの証明（発行日から３ヶ月以内。写し可） 
（７）履歴事項全部証明書（発行日から３ヶ月以内。写し可） 
※宮崎市競争入札参加資格者名簿に登載されている場合、（３）は提出不要。 

　　　　※原則として、A4規格で提出すること。 
　 
９　応募手続 

（１）提出期限　　令和８年７月７日（火）　※必着 
※持参の場合は、土曜、日曜及び祝日を除く、午前８時４５分から午後４時３０分

までの間に提出すること。 
※郵送で提出する場合は、提出期限までに到達するように提出すること。 

　（２）提出方法　　持参又は郵送 
　（３）提出部数　　１部 
　（４）提出先 
　　　　〒８８０－８５０５　宮崎市橘通西一丁目１番１号 
　　　　宮崎市福祉部地域包括ケア推進課　権利擁護係（担当：永山） 
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１０　質問及び回答 

本事業に関する質問は、メールにより質問票（様式第６号）を宮崎市地域包括ケア推

進課あて送付すること。メールアドレス：10houkatu@city.miyazaki.miyazaki.jp 
（１）質問受付期間　 

令和８年６月２３日（火）から令和８年６月２９日（月）正午まで 
（２）回答 

質問を受けた後、令和８年６月３０日（火）までの間に、本市ホームページにて

回答を公開する。個別回答は行わない。 
 
１１　企画提案書の提出 

参加資格の確認を受けた者は、以下のとおり、企画提案書を提出すること。 
（１）提出書類 

①企画提案書（様式第４号）　５部（正本１部、副本４部） 
※正本１部には提案事業者名を記載し、副本４部には、提案事業者名や提案事

業者が類推または特定できる部分を消して作成すること。 
※添付書類がある場合、企画提案書と同様に５部（正本１部、副本４部）提出

すること。うち副本４部については、提案事業者名や提案事業者が類推また

は特定できる部分を消して提出すること。 
②見積書　５部（正本１部、副本４部） 
※任意様式可。見積金額には消費税及び地方消費税を含んだ金額を記載するこ

と。 
※見積書は５部（正本１部、副本４部）提出すること。うち副本４部について

は、提案事業者名や提案事業者が類推または特定できる部分を消して提出す

ること。 
（２）提出期限　　令和８年７月２１日（火）　※必着 

※持参の場合は、土曜、日曜及び祝日を除く、午前８時４５分から午後４時３０分

までの間に提出すること。 
※郵送で提出する場合は、提出期限までに到達するように提出すること。 

　（２）提出方法　　持参又は郵送 
　（３）企画提案書の作成方法 

別紙企画提案仕様書を参考に作成すること。なお、企画提案書には、個人情報や

それを類推させる情報は記載しないこと。 
 
１２　選定方法及び評価基準等 

宮崎市介護者向け講習会事業業務委託候補者選定委員会において、書類審査をもとに

委託候補者を選定する。 
　（１）評価基準 

「令和８年度　宮崎市介護者向け講習会事業業務委託に関する評価基準」に掲げ
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る各評価項目ごと得点合計が最も高い事業者１者を受託候補者とする。 
 

　　（２）企画提案書審査 
企画提案書及び見積書の内容について審査を実施する。 

　　（３）受託候補者の選定 
宮崎市介護者向け講習会事業業務委託候補者選定委員会において、委員長及び委

員が、企画提案書及び見積書の内容をもとに、「宮崎市介護者向け講習会事業業務

委託に係る公募型プロポーザル実施要領」の「令和８年度宮崎市介護者向け講習会

事業業務に関する評価基準」に基づき採点する。ただし、次に掲げるいずれかに該

当した場合は、失格とする。 
①提出書類が提出期限を徒過して提出された場合 
②提出書類に虚偽の記載があった場合 
③見積金額が提案限度額を超えている場合 
④市が、審査の公平性を害する行為があったと認めた場合 
 

１３　選定結果の通知・公表 

選定結果は選定作業終了後、全ての応募者に書面で通知する。また、選定結果通知日

の翌日以降に、次の項目を本市ホームページに公表する。 
〈公表する項目〉 
・受託候補者の名称 
・参加事業者の数 
 

１４　契約に関する事項 

選定された受託候補者は、随意契約の手続きを行うことができる候補者となるもの

の、選定と同時に契約を締結するものではない。選定後、受託候補者と宮崎市の間で、

委託内容、経費等について再度確認や調整を行ったうえで、協議が整った場合、契約を

締結する。なお、提案時の内容や見積金額どおりの契約とならない場合がある。 
　（１）契約保証金 

宮崎市財務規則（平成元年規則第１号）第１０５条第１項のとおり 
　（２）支払　　完了後払 
（３）事業着手までの流れ 

・審査結果通知：令和８年８月４日（火） 
・仕様書の協議：３～５日 
・設計書等作成：３～５日 
・市内部手続き：３～５日 
・事業開始：令和８年８月２１日（金）予定 

（４）その他 
①本プロポーザルにかかる費用は、応募者負担とする。 
②応募申込書提出後、本プロポーザルへの参加を辞退する場合は、辞退届を提出
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すること。 
③受託候補者を選定した後、特別な事情により契約を締結しない場合は、その理

由を記載した辞退届を提出すること。なお、この場合、次順位者を受託候補者

とする。 
④応募事業者が１者の場合は、本プロポーザルを中止する場合がある。 

 
附　則 

　この要領は、令和８年６月１９日から施行し、本業務の契約締結をもって、その効力を失

う。 


